平成21年度　第5回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年10月27日（火）　14時～16時10分

場　　所　大阪府職員会議室（大阪府新別館北館4階）多目的ホール
出席委員　松澤委員長・岩井委員・柏原委員・下村委員・多々納委員・土居委員・曲田委員

議　　題　（１）上期案件の審議について

　　　　　（２）事後評価案件の報告について

【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）上期案件の審議について
◆[委員長]本日は、上期の審議案件のうち槇尾川ダム建設事業を除く10件について、意見具申の取りまとめに向け審議したい。これらの案件は、6月15日の第１回委員会において審議したが、特段大きな課題はなかったと思う。まず、佐野川河川改修について、事務局から第１回委員会における審議概要とそれを踏まえた意見具申の素案の説明をお願いしたい。
◆事務局から、再評価①河川改修事業「佐野川」を説明。

・佐野川水系河川整備計画に基づき、時間雨量50ミリ対応の護岸整備などを行う事業である。事業採択後10年が経過し再評価の対象となっている。
・第１回委員会では、用地交渉に時間を要したため、完成予定が７年遅れとなっていること、今後は収用手続きを検討すること、本事業は当面の治水目標である時間雨量50ミリ対策を進めるもので、事業の必要性に変化がないことをご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は、資料2のとおり。

◆[委員長]意見等がなければ、佐野川河川改修については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、再評価②道路交通安全事業「総持寺停車場線交差点改良」を説明。
・事業箇所は茨木市で本路線と国道171号との交差点において、渋滞解消と歩行者の安全確保を図るため、国による国道171号の右折レーン設置に合わせ、本路線にも右折レーンを設置し、現在片側の歩道を反対側にも整備する事業である。
・第１回委員会では、国、府とも同一の地権者から用地協力が得られず７年間未着工であること、現時点でも用地買収の目途はたっていないが、渋滞は解消されておらず、事業の必要性に変化はないこと、国では引き続き用地交渉を進めており、協力が得られた場合には、府としても事業を再開する予定であることをご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

◆[委員長]意見等がなければ、総持寺停車場線交差点改良については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、再評価③道路交通安全事業「大阪高槻線交差点改良」を説明。

・事業箇所は高槻市でＪＲ高槻駅前から南に延びる本路線と、府道高槻茨木線との高西交差点及びそのすぐ南の市道との交差点において、渋滞の解消と交通事故の削減を図るため、それぞれの交差点において右折レーンを設置する事業である。

・第１回委員会では、地元住民等との調整に時間を要したため、７年間未着工で、現在も協議に目途はたっていないこと、平成16年度の都市計画道路十三高槻線の一部開通により、本路線の自動車交通量が減少し渋滞が緩和されていることをご確認いただいた。

・委員からは、事業の必要性が低下していると考えられるので、中止とするべきではないかとのご意見をいただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

○２番目の総持寺停車場線が休止、３番目の大阪高槻線が中止で、必要性の違いは分かるが７年間動いていないという条件は同じ。休止は非常にあいまいな結論だと思うので、継続か中止のどちらかで判断できないのか。総持寺停車場線を休止ではなく、中止とした場合、何か問題が生じるのか。

⇒[事務局]大阪高槻線は事業の必要性が低下したため、止めるというものだが、総持寺停車場線は用地交渉が難航して進んでないというもので、事業の必要性は変わっていない。用地協力が得られれば、すぐにでも工事に着手する趣旨で休止という表現にしている。また、総持寺停車場線の交差点改良は、国による国道171号の交差点改良と合わせて実施することで効果が発現する事業なので、連携して事業を進める必要がある。国が主となって用地交渉に当たっている中、府がそれを無視して勝手に中止することは難しく、また、必要に応じて府も交渉に加わっていることから、中止としてしまうと、こうした活動のすべてができなくなってしまうので、一時休止としている。

○休止と継続では、具体的にどのような違いがあるのか。また、府としての分掌や体制はどうなるのか。

⇒[事務局]継続は、事業費を予算化し、国から補助を受けて事業を推進していくこと。休止は、事業の最終目的は変わらないが、予算の執行を一旦停止し、国からの補助も受けないということで、予算を計上して事業を継続するということをしないのが休止である。また、体制としては、予算が計上されないので、当然、人を動かして推進するということはしない。

○休止の場合は、事業名は残っていて、担当部署は決まっているが、担当者が割り当てられることはほとんどなくなる。継続の場合は、担当者が割り当てられて、その人が仕事をしているという理解でよいか。

⇒[事務局]そういうことである。

○この委員会では、事業規模がいくらの事業を審議対象としているのか。１億円以上の事業はすべて審議するのか。委員会でいろいろな意見を出すには、現場の状況を見なければ言えないと思う。この程度の規模の事業を全部評価しろと言われても、全てを見ることはできないので、意見を言うことができない。

◆[委員長]後ほど、再評価の審議対象とする要件の改善案について、事務局から提案がある。他にご意見がなければ、大阪高槻線交差点改良については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。
◆事務局から、再評価④道路交通安全事業「（旧）大阪中央環状線交差点改良」を説明。
・事業箇所は豊中市の八坂橋交差点で、渋滞の緩和と交通事故の削減を図るため、右折レーンと歩道を整備する事業である。事業費が約1.3億円から約3.2億円へと３割以上変動したため、再評価の対象となった。

・第１回委員会では、用地交渉に時間を要したため、完成予定が２年遅れとなっているが、交通量は依然多く右折車による慢性的な渋滞や事故が発生しており、事業の必要性に変化がないことをご確認いただいた。

・また、当初は渋滞の早期緩和を図るため、最小限の延長での右折レーン整備を計画していたが、現地調査や警察協議等を経て、渋滞ピーク時にも対応できるよう抜本的な交差点改良に変更することとした。これに伴い、土地の買収範囲が拡大し、費用が増加したこと、本路線は都市計画道路であり、都市計画の道路幅員に合わせて用地を買収していることについてもご確認をいただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

◆[委員長]ご意見がなければ、（旧）大阪中央環状線交差点改良については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。
◆事務局から、再評価⑤道路交通安全事業「岸和田港塔原線歩道整備」を説明。
・事業箇所はＪＲ東岸和田駅南側の岸和田港塔原線約180メートル区間で、渋滞解消と事故防止、歩行者の安全確保を図るため道路の幅員を拡張し、現在片側の歩道を反対側にも整備する事業である。事業費が約2.3億円から3.1億円へと３割以上変動したため、再評価の対象となった。
・第１回委員会では、用地交渉に時間を要したため、完成予定が１年遅れとなっているが、依然として交通が集中しており、事業の必要性に変化がないことをご確認いただいた。また、本事業箇所は駅に近接しており、借家人補償や営業補償等が想定を上回ったため事業費が増加したこと、当初から補償費を詳細に見積もるのが困難であることもご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

○補償費の算定について、事業着手前には外観調査のみということだが、もう少し踏み込んで考えると、それなりの調査はできたのではないかと思う。事業着手前の調査というのは、どの程度時間をかけて、どの程度詳しく行っているのか。

⇒[都市整備部]　土地の単価は、周辺の価格を参考に算出している。建物は木造や鉄筋等いろいろ種類があるが、事業着手前に十万円単位で想定しても、実際に調査すると大きく違うということが多い。今回は、経験則により概ね百万円単位で想定していたが、実際に中へ入って物件調査を行ったところ、かなり差が出てきたということである。

◆[委員長]他にご意見等がなければ、岸和田港塔原線歩道整備については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。
◆事務局から、再々評価①公園事業「寝屋川公園」を説明
・再々評価はすべて再評価から５年が経過している事業が対象である。

・寝屋川公園は都市計画区域54.4ヘクタールのうち、現事業認可区域の中地区と南地区37ヘクタールを整備する事業で、平成20年度末時点で26.4ヘクタールが開設済みである。

・第１回委員会では、事業地の一部が第二京阪道路建設事業の工事ヤードとして使用されていたため、完成予定が５年遅れとなっていること、府営18公園のうち北河内地域に数少ない運動施設を中心とした公園として整備されており、必要性に変化がないことをご確認いただいた。

・B/Cについては、算定の主な要素となるデータに前回評価時から大きな変動がないため今回は算定せず、評価調書には前回の算出数字を代用して記載しているとの説明があった。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

◆[委員長]ご意見等がなければ、寝屋川公園については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、再々評価②砂防事業「山畑川」について説明。

・八尾市の山畑川に、砂防えん堤１基を整備する事業で、当該事業箇所への進入ルートが整備中の農免農道のほかになく、前回評価時には平成19年度から農道の使用が可能と報告されていた。第1回委員会では、農道整備が遅れているため現在まで工事に着手できていないが、平成　　　22年度には農道が利用できる見込みであることから、この農道が利用可能となり次第工事を開始し、平成25年度に完成予定であること、当該事業箇所は、優先的に整備される土砂災害危険箇所であり、必要性に変化がないことをご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。

◆[委員長]ご意見等がなければ、山畑川については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、再々評価③砂防事業「尺治川」について説明。

・交野市を流れる尺治川980メートル区間の護岸整備を行う事業である。

・第１回委員会では、用地交渉に時間を要したため、完成予定が２年遅れとなっているが、用地は100パーセント取得済みで、工事も750メートルが整備済みであること、当該事業箇所は、優先的に整備される土砂災害危険箇所であり、必要性に変化はないことをご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。
◆[委員長]ご意見等がなければ、尺治川については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、再々評価④河川改修事業「松尾川」について説明。
・大津川水系河川整備計画に基づき、4.1キロメートル区間にわたって、概ね100年に１度の大雨、時間雨量にして86.9ミリに対応できるよう、護岸整備等を行う事業である。

・第１回委員会では、用地買収、工事ともに、概ね計画通りに進捗しており、平成27年度に完成の予定であること、本事業は府の治水目標である100年に１回の確率の雨量への対策を目指すものであり、本川流域内の市街化が著しい状況にも変わりなく、必要性に変化がないことをご確認いただいた。
・また、前回評価時に比べ、事業箇所周辺の宅地化の進展により用地費が８億円、「ふるさとの川整備事業」の実施に伴う護岸等のグレードアップにより工事費が10億円、それぞれ増加していることもご確認いただいた。

・委員からは、前回評価時に比べ、浸水家屋数が200戸ほどしか増えていないにも関わらず、便益が約90億円も増えている理由や、費用が60億円から117億円に増えている理由、また、ふるさとの川整備事業などについて、幾つか質問があった。

◆都市整備部から、第1回委員会における質問に対する説明が不十分であった事項について、補足説明。

・B/Cの変動について、現在価値化前の金額で説明する。今回の便益（161.2億円）の現在価値化前の金額が357.9億円、前回評価時の便益（71.9億円）の現在価値化前の金額が250.9億円で、107億円増加している。これは、費用便益比（B/C）算定のためのマニュアルの変更に伴い、これまで算入していなかった整備期間中の便益を追加したため約65億円増加した。河川改修は下流から順に進めて行くため、改修中であっても徐々に便益は発生しているという考え方から、この間の便益が追加されることとなったものである。また、今回のマニュアル変更では、護岸等の耐用年数経過後の残存価値も便益として算入することとされ約3千万円増加した。さらに、資産データも更新されたことで、1年当たりの便益が前回評価時に比べて約9千万円、その50年分で約40億円増加した。これらにより合計約107億円の増加となった。

・費用については、用地費と工事費で18億円増加したほか、維持管理費が約26億円増加した。当初の維持管理費は、草刈程度で年間140万円しか見込んでいなかったが、完成後も護岸等の大規模な補修が必要となることから、建設事業費の0.5%（4,350万円）を1年分の維持管理費として算入することとし、50年分で21.8億円増加した。この見直しは、「河川砂防技術基準」に沿ったものである。さらに、整備期間中の便益を追加算入するという変更があったが、同様に整備期間中の維持管理費も追加算入することとなったため、その分を加算して維持管理費が約26億円増加し、合計約48億円の増加となった。

・ふるさとの川整備事業は、多自然川づくりの考え方に沿ったもので、この考え方が現在の全国的な河川整備の基本となっている。多自然川づくりは、平成2年の国の通達「多自然型川づくりの推進について」により、自然環境の保全や創出、景観等に配慮した川づくりの基準が示されたことを契機として始まった。平成９年度には、河川法が改正され、それまでの治水に加え、河川環境の保全が明確に位置付けられた。本件では、景観に配慮し自然石護岸を採用しているが、平成18年度の国の調査によると、景観に配慮した護岸として自然石護岸が一番多く使われているとの結果も出ており、これが特に高い水準だとは考えていない。

・ふるさとの川整備事業による治水以外の効果について、測定可能なものとして来訪者数が考えられる。昨年度は、年12回の河川清掃に合計で650人、羊の毛刈りといったイベントに　1,350人が参加されており、合計で2千人程度の方が訪れている。その他に、日々の散歩で訪れる方もおられるので、年間2千人プラスアルファの方が来訪している。

・なお、今回は約８千平方メートルある旧の河川敷を取り込んで、河川公園に整備しているが、仮に普通に改修して、旧の河川敷を通常どおり売却すれば、概算で３億円程度の収入があったと見込まれる。
○ふるさとの川づくりの定義はあるのか。また、その中に多自然川づくりが含まれているのか。

⇒[都市整備部]多自然川づくりがあって、ふるさとの川づくりがある。地元の代表となる川について、街の景観と調和するよう配慮するなど街づくりと一体となった整備をするのが、ふるさとの川整備事業の定義で、大きくは多自然化も同様の趣旨である。
○観光化ということも一つの視野に入っているのか。

⇒[都市整備部]場所にもよるが、ここは久保惣美術館が隣接していることから、美術館との調和も考慮して整備をしている。

○維持管理費の増加について、護岸の維持管理に要する費用は、当然最初から見積もるべき費用だと思うが、当時としてはそのような必要がないという判断だったのか。また、費用の計算は非常に明確だが、便益については操作的な計算が可能に思える。例えば、メッシュの規模を細かくするとか資産価値を見直すとかで便益が増加したというのは、場合によってはB/Cが１より小さくなるから、細かく計算して上げるという意図で操作しているとも考えられる。これらは、最初から考え方を明確にしておかなければ、非常に評価しにくい状況になるのではないかと思うが、どう考えているのか。

⇒[都市整備部]維持管理費の考え方について、マニュアルには、その川の実績を元に適切な金額を積むとなっている。当時は草刈り程度しか考慮しておらず、その金額をそのまま積んでいたことが原因で、今回適正な額に見直した。

○それは、国が草刈り程度の維持管理費を見積もっておけば良いと判断していたということなのか、それとも、府の判断が間違っていたのか。

⇒[都市整備部]これまでの見積もりが少な過ぎるという判断をして、今回適切な金額に積み直しを行った。今後は、当初から適正な維持管理費を算入する。また、便益の考え方について、浸水が想定される面積や1メッシュ当たりの面積は、前回と変わっていない。開発が進んで住宅や資産が増えたため便益が増加した。
○そうすると、ある意味では市街化を助長すると、便益はどんどん上がっていくという考え方になる。そうした考え方自身は、おかしいと思うが、そういう計算の仕組みになっているのであれば構わない。

○現地を見ればその景観素材が贅沢ではないということは分かるが、この事業全体としては非常に贅沢な空間を使っていると思う。空間を広く取れば、小石を張る面積や柵を架ける面積など手を入れる面積が増える。今後ふるさとの川整備事業を実施する計画を立てる際に、どの程度の規模が妥当かどうかということは、どこでチェックがかかるのか。適度な事業規模というのをチェックする仕組みがなければ、事業は拡大していくと思うが、その点はどう対応していくのか。

⇒ [都市整備部]適正な事業規模の基準はないが、地元の町づくりの顔となる箇所があるかどうかが、ふるさとの川整備事業を実施する一つの判断材料となっている。どの程度の事業規模が適切かは、ふるさとの委員会の中で、計画を立てる際に議論してもらう必要がある。

○事業の検討委員会は作る委員会なので、どうしても作っていく方向に向いていると思う。事業を実施する前に評価をするセクションが必要なのではないか。そのチェックを部局の中でシステム的にできないのか。事業計画や実際方法などを自己チェックする制度が必要ではないかと思う。

⇒[都市整備部]本件について、河川整備計画を策定し、そこで事前の評価を受けて事業化している。事前のチェックという意味では、今後も河川整備計画を立てた上で事業を進めるので、その中でグレードやどこまでやるのかといった意見を伺い、計画を策定していく。今回は、松尾川の整備計画が後になっていたので、ご指摘の事前的な評価がなかったは事実だが、今後はそういう形での事前チェックを考えている。

○治水以外の便益とふるさとの川整備事業で生じた付加的な費用は、対応付けて議論されるべき内容。その整備水準が十分か不十分かという議論があるならば、治水以外の便益を数値化した上で併せて検討する必要がある。ただし、相当のコストをかけてまで、そうした便益を調べる必要があるかというと、今回はそこまでではないように思う。

なお、資料にある「施設等の残存価値」の金額について、現在価値化前、現在価値化後とも0.3億円となっているのは誤りなので、訂正をお願いしたい。
◆[委員長]資料の数字については再度チェックしてほしい。また、事業継続の妥当性に問題はないと思うが、今後、事業規模やグレードアップの水準について、チェックする仕組みを構築するよう付帯条件の見直しをお願いしたい。
○また、意見具申の文案について、再評価の意見で「当初から」とある意味がよく分からない。今後同様の事業を行う際に改善すべき、という意味であれば、誤解を招かないように表現を改めてほしい。
◆[委員長]今後あり得ることはできる限り当初から入れ込むようなシステムという趣旨でよいか。事務局で再度、付帯条件を練り直してほしい。他になければ、次の説明をお願いしたい。
◆事務局から、再々評価⑤河川改修事業「東槇尾川」について説明。
・大津川水系河川整備計画に基づき、時間雨量50ミリ対応の護岸整備などを行う事業である。

・第１回委員会では、用地交渉に時間を要したため、完成予定が2年遅れとなっていること、本事業は当面の治水目標である時間雨量50ミリ対策を進めるもので、事業の必要性に変化がないことをご確認いただいた。これらの審議を踏まえた意見具申の素案は資料2のとおり。
◆[委員長]意見等がなければ、東槇尾川河川改修については、素案の方向で意見具申をまとめることとする。

◆事務局から、意見具申素案の「結び」等について説明。
・第１回委員会の松尾川河川改修の審議において、資料としてB/Cの詳しい計算過程を添付しておいてほしいとの委員からのご意見を受け、「今後、評価調書にB/Cを記載する場合には、その算定の内訳や考え方を可能な限り詳しく記載してほしい」と記載している。
・また、資料1は、本日の説明や質疑応答などを追加記載した上で、別表として意見具申の冊子に綴じこむこととしている。

◆[委員長]特になければ、素案の方向で意見具申をまとめることとする。次に、先ほども質問があった小規模な事業の取扱い等について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、再評価対象案件の考え方の変更案について説明。
　・建設事業評価は事業費が１億円以上の事業を対象としており、再評価は、「５年未着工」、「10年継続中」、「大きな変更があった場合」に実施することとしている。昨年度、事業費がかなり増えている案件があり、何らかのルールが必要とのご意見をいただいたため、「大きな変更」の具体的要件を「事業を中止、休止する場合」、「総事業費が３割以上増減する場合」、「その他事業計画が大きく変更する場合」の3つに整理した。

・今年度、このルールを導入したところ、例えば事業費１億円が３億円になったなど、事業規模の小さな事業が再評価の対象として出てきたため、絶対額の基準も必要ではないかというご意見をいただいた。事務局では、事前評価が10億円以上の事業を対象にしていることから、その３割の３億円という金額を増減の絶対額の基準に設定し、10億円未満の事業は、３億円以上増減した場合にのみ再評価を実施したいと考えている。

　・なお、事後評価については、これまでは毎年１件、必ず代表事例をご審議いただいていたが、今年度からは、担当部局で自己点検した結果を委員会に報告し、特に必要な場合に審議するという仕組みに変更しており、部局による点検結果は後ほど報告する。

○1億円以上で休止や中止をしたいと思われる事業は全て再評価の対象となるのか。
⇒[事務局]規模の小さな事業であっても、中止や休止となると、何か事情のあるイレギュラーな場合なので、該当するケースは稀だと思うが想定しておく必要がある。

◆[委員長]他になければ、今後、10億円未満の事業については、事業費が３億円以上増減額する場合に再評価の対象にすることとする。
（２）事後評価案件の報告について

◆[委員長]事後評価は、従来事務局で代表例を１件抽出して審議していたが、今年度からは、事業完了後５年以内の対象案件をすべて担当部局で自己点検し、その結果を本委員会に報告いただき、委員会で特に審議が必要と認められる場合のみ、審議することに変更している。事務局から事後評価結果の報告をお願いしたい。

◆事務局から、事後評価結果を報告。

・事業完了後５年以内の案件は13件で、資料には事業概要、採択年度、直近の評価年度、完成年度、事業費、B/C等の効果、評価時の意見、担当部局での点検事項を確認内容として記載している。点検は、事業計画や事業費の変更、完成時期、事業効果、過去の意見具申への対応などをポイントに行っている。

　・事業計画の変更について、保安林管理道整備事業の2件は、平成16年度に整備延長を縮小して事業完了とし、以後は治山事業に切り替えて実施されることとなった。砂防事業の寺川は、事業箇所の上流部で、法面の崩壊が発生したため、砂防えん堤一基を緊急工事として追加し、事業費としては２億円の増額となっている。
　・完成時期について、街路事業の枚方中宮線は、用地買収のため２年遅れ、砂防事業の雨山川は、予算を重点配分化し逆に７年短縮されているほかは、概ね計画どおりである。

　・事業費について、大阪府立大学工学部学舎の建替事業は、実施設計時に大幅な経費削減策を採用し約25億円削減した。地域総合オアシス整備事業太子地区は、堤体の改修に用いる土の一部を購入に変更したことなどで２億円増額している。

　・事業効果の検証について、B/Cが算定できるものは記載しているが、算定されないものは、事業効果を客観的に測ることができるような数値を記載することとしている。また、これが難しい場合は、街路事業における渋滞延長や通過時間のように、分かりやすい数値を設定するよう努めている。なお、過去の意見具申へ対応は、概ねなされている。

○河川改修の千里川の「今後、事業計画立案時には」という一文があるが、どういう意味か教えてほしい。

⇒[都市整備部]本事業は平成16年度に完了しているが、時間雨量50ミリ対策を目的としたもので、今後、最終目標である100年に１度の時間雨量80ミリ対策を実施していく。その事業を行う場合は、多自然型の川づくりに配慮して実施していくという趣旨である。

○事後点検として確認されたのは、どのような趣旨か。「単に多自然型の川づくりを行いたい」ということか、あるいは「事業の途中で、今のやり方は良くなく、多自然型の川づくりに移行する必要性が確認された」ということか。
⇒[都市整備部]今後は計画に位置づけて、自然に配慮して整備していきたいという趣旨である。
○この資料3の取扱いはどうなるのか。本委員会で、了承するとかしないとか、何らかの決定が必要なのか。

◆[委員長]この報告を受けて、個別事業の詳細な確認が必要という意見があれば審議するが、なければ特に審議は行わない。

◆[事務局]この記述については、本事業の事後評価の趣旨とは関係ないので、削除することとする。

○公園整備の場合、都市計画決定と事業認可があるため、常に整備範囲が広がっており、何度も再評価の対象に上がってくる。非常に分かりにくいので、どこかの段階で整理を付ける方法はないのか。
⇒[事務局]公園整備は、基本的に都市計画決定区域内で事業認可区域を少しずつ広げながら整備していくので、都市計画決定区域の整備完了までは事業継続中の扱いになる。公園整備や河川改修など事業期間が長期にわたる事業では、どうしても5年ごとの再々評価に上がってきてしまうが、国から補助金を受けるためには評価を行わなければならないので、国向けにはこうした扱いで必要な手続きを行っている。但し、本委員会での審議に当たっては、これまでのご意見を踏まえ、新たに事業認可区域を追加する際は、その区域を事前評価の対象として審議いただくよう改善している。事前評価を実施した後、その追加区域の整備が完了するまでは、追加前の整備済区域と併せて5年ごとの再々評価を行う仕組みで、認可区域の追加に伴う事前評価の際は、追加区域だけのB/Cを算出し、当該区域の投資効果を見ることができるよう努めている。また、長期にわたる事業の再々評価に当たっては、重点審議案件とそれ以外の案件に区別するなど、審議にメリハリをつけられるよう工夫はしている。

◆[委員長]国の補助金を受けるためには止むを得ない部分があるので、そこはルーチンワークとして考えるしかないと思う。事後評価の報告案件について、本委員会で特に審議すべきとのご意見をいただいた案件はないので、審議は行わないこととする。

本日の予定議題はすべて終了した。以上をもって本日の委員会を終了する。長時間の審議にお礼申し上げる。
以上
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